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油価格が電力市場価格に 2004 年 11 月頃から 2005 年後半にかけて大きく影響し、それは
原油価格の高騰し始めた時期と一致していることを明らかにした。 
また、電力需要は季節的変動が大きいことから、季節毎に区分した回帰式の構成を試み
た。Chow 検定などを用いて、1 年間をピーク、オフピークの 4 期間に分け、その結果、解
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業者（IPP： Independent Power Producer）の参入を認め、次いで、2000 年に供給事業
（小売部門）への部分自由化を導入し、特定規模電気事業者（PPS：Power Producer and 
Supplier）の新規参入を認めた。小売の自由化範囲は、2000 年 3 月時点では電力使用量が
原則 2,000kW 以上かつ電圧 20kV 以上の特別高圧で契約している大口需要家に限られてい
たものを、2004 年 4 月からは最大契約電力 500kW 以上の需要家に、さらに 2005 年 4 月 1
日からは 50kW 以上の全ての高圧需要家にまで拡大された。また、系統運用に関する中立
機関（送配電等業務支援機関）として電力系統利用協議会（ESCJ：Electric Power System 
Council of Japan）と、電力の需給前日のスポット取引と先渡し取引を行う日本卸電力取引
所（JEPX：Japan Electric Power Exchange）が設立され、2005 年 4 月 1 日からその業務



































な指標とされている。WTI 自体の油の性状は API39.6 度、硫黄分 0.24％で、生産量はわず
か日量約 50 万バレルに過ぎない。 





WTI 先物価格が 2001 年頃から高騰を始め、つい先日からは 1 バレル 120USD を越える
価格が付いている。本研究では、最近の原油価格の急速な高騰については解析の対象とし

































































































需要は対前年比 253 万バレル／日（3.2％）増の 8,216 万バレル／日に達する。この 1980 
年代以来最大の伸びとも言われている需要増大の中心は、発展途上にあるアジア地域と米
国を中心とする北米地域であり、中でも中国の需要増分は 82 万バレル／日と 1 カ国で世界
全体の需要増の 32％を占める。活発な経済成長が続く中国では需要増大と共に原油輸入も
大きく拡大しており、2004 年 1～7 月の原油輸入量は 243 万バレル／日、前年同期比で
39％の大幅増加となっている。この大幅な石油需要増加に対応して、非 OPEC および
OPEC 共に増産を余儀なくされている。非 OPEC はロシアを中心に堅調な増産を持続し
ており、IEA によれば 2004 年の生産増分は 125 万バレル／日となっている。しかし、非






年頃には 700 万バレル／日程度存在していた OPEC 原油余剰生産能力（世界の原油供給余


























































































































































































































































































































Case1：P = 0.01313Q + 0.8215P24 – 0.03268W + 6.298   (2.1) 
(1.367)     (23.97)    (-0.6791)    (1.437) 
R2 = 0.7352  R2’ =0.7319 
Case2：P = 0.01389Q + 0.8264P24 + 4.415    (2.2) 
(1.457)     (24.68)     (1.302) 
R2 = 0.7325  R2’ =0.7325 
2005年 1/3～12/30 
Case1：P = 0.06552Q + 0.7504P24 + 0.5441W－34.75   (2.3) 
(4.491)     (19.78)     (4.075)   (-4.671) 
R2 = 0.8108  R2’ =0.8085 
Case2：P=0.07144Q + 0.8526P24－14.26    (2.4) 
(4.773)     (29.06)   (-2.522) 





Case1：P = 0.05749Q + 0.7490P24 – 0.06586W－0.1339   (2.5) 
(4.659)     (19.50)    (-0.8426)   (-0.02722) 
R2 = 0.7365  R2’ =0.7332 
Case2：P =0.05333Q + 0.7502P24 －3.119    (2.6) 
(4.719)    (19.56)     (-0.9145) 













































































































































































































Case1：P = 0.006539Q + 0.7472P24 + 0.1386W－0.6755   (2.7) 
(2.407)     (18.61)    (-3.736)   (-5.577) 
R2 = 0.6124   R2’ =0.6076 
Case2：P =0.006768Q + 0.7885P24 + 3.371    (2.8) 
(0.9713)    (18.89)    (1.006) 
R2 = 0.6036  R2’ =0.6004 
2005年 1/3～12/30 
Case1：P = 0.007907Q + 0.7056P24 – 0.02759W + 5.343   (2.9) 
(1.096)       (15.40)    (-0.7587)   (1.378) 
R2 = 0.5015  R2’ = 0.4954 
Case2：P = 0.08073Q + 0.7105P24 + 3.603    (2.10) 
(1.120)     (15.64)     (1.153) 
R2 = 0.5003   R2’ =0.4963 
2006年 1/3～12/29 
Case1：P = 0.1507Q + 0.2681P24 –0.1814W－34.14   (2.11) 
(9.796)    (4.862)    (-2.373)   (-6.192) 
R2 = 0.5037  R2’ = 0.4974 
Case2：P = 0.1326Q + 0.2644P24－38.15    (2.12) 
(9.827)    (4.750)    (-7.198) 
































2.2.2.1 New England電力市場の場合 
New England電力市場を対象に、回帰式に構造変化が生じる時点について、チョウ検定
による検討を行う。ここで、解析に用いたデータは、前節と同じく2004年1月～2006年12








前半期間 後半期間 FChow 
04年1月～04年7月 04年8月～05年12月 5.507 
～04年8月 04年9月～ 7.960 
～04年9月 04年10月～ 8.269 
～04年10月 04年11月～ 8.400 
～04年11月 04年12月～ 8.622 
～04年12月 05年1月～ 8.552 
～05年1月 05年2月～ 5.625 














P =0.05506Q + 0.8226P24 – 0.2505W－20.06    (2.14) 
(5.819)    (35.96)    (-5.146)   (-5.928) 
R2 =0.8745  R2’=0.8738 
前半：2004年1月～2004年11月 
P =0.01313Q + 0.8215P24－0.03268W+6.298    (2.15) 
(1.367)    (23.97)    (-0.6791)   (1.437) 
R2 =0.7352  R2’=0.7319 
後半：2004年12月～2005年12月 
P =0.06553Q + 0.7498P24+ 0.5506W－35.09    (2.16) 
(4.484)   (19.71)    (4.077)    (-4.668) 









前半期間 後半期間 FChow 
04年12月～05年6月 05年7月～06年12月  7.792 
～05年7月 05年8月～ 19.372 
～05年8月 05年9月～ 22.397 
～05年9月 05年10月～ 14.356 







P =0.06348Q + 0.8534P24– 0.01579W－13.25    (2.17) 
(6.968)    (41.36)    (-0.3587)   (-3.304) 
R2=0.8250  R2’=0.8240 
前半：2004年12月～2005年8月 
P = 0.1346Q + 0.4526P24－0.3863W－33.53    (2.18) 
(8.122)    (8.180)    (-3.592)   (-5.550) 
R2=0.7206  R2’=0.7161 
後半：2005年9月～2006年12月 
P = 0.05383Q + 0.8985P24－0.1606W－1.260    (2.19) 
(4.193)     (40.00)    (-1.950)   (-0.2268)  



























前半期間 後半期間 FChow 
04年1月～04年9月 04年10月～05年12月 2.781 
～04年10月 04年11月～ 3.217 
～04年11月 04年12月～ 5.677 
～04年12月 05年1月～ 5.344 
～05年1月 05年2月～ 4.956 
～05年2月 05年3月～ 2.842 







P =0.05541Q + 0.7886P24 – 0.02831W+4.717    (2.20) 
(1.119)    (27.51)    (-1.452)   (21.87) 
R2 =0.6253  R2’=0.6230 
前半：2004年1月～2004年11月 
P =0.00164Q + 0.7360P24+0.1317W+2.157    (2.21) 
(2.345)    (15.41)    (2.345)   (0.5321) 
R2 =0.6118  R2’=0.6066 
後半：2004年12月～2005年12月 
P =0.01209Q + 0.7246P24– 0.04056W+3.961    (2.22) 
(1.946)   (17.30)    (-1.255)   (1.187) 











前半期間 後半期間 FChow 
04年12月～05年10月 05年11月～06年12月 14.310 
～05年11月 05年12月～ 15.663 
～05年12月 06年1月～ 36.517 
～06年1月 06年2月～ 27.928 







P =0.04798Q + 0.7565P24– 0.03412W－7.107    (2.23) 
(6.754)    (16.10)    (-1.152)    (-2.657) 
R2=0.4443  R2’=0.4410 
前半：2004年12月～2005年12月 
P = 0.01209Q + 0.7246P24– 0.04056W+3.961    (2.24) 
(1.946)     (17.30)   (-1.255)    (1.187) 
R2=0.5585  R2’=0.5536 
後半：2006年1月～2006年12月： 
P = 0.1507Q + 0.2681P24－0.1814W－34.13    (2.25) 
(9.796)     (4.862)   (-2.373)   (-6.192) 















と現時点から 24 時間前の電力市場価格 P24[$/MWh]とする回帰式(2)を構成し、チョウ検定(7)
を用いて、年間での構造変化に関して検討する。解析対象とする電力市場は前章と同様、
米国東部の New England 電力市場とオーストラリアの NEMMCO である。解析対象期間
は、2003 年～2005 年の 3 年間である。 




New England 電力市場の前日市場の電力価格と需要のデータは、New England ISO の
公開サイト(4)から、NEMMCO の前日市場の電力価格と需要のデータは、NEMMCO の公
開サイト(5)から収集した。 
なお、本節の計算には、Microsoft 社の Excel に内蔵されている分析ツールを用いた(6)。 
 
３．１．１ New England 市場の場合 
 
図 3-1～図 3-3 に、2003 年から 2005 年までの需要の日平均変動を示す。年間を通して周
期的な変動が見られる。冬季及び夏季のピーク期には需要が増加し、秋期及び春季のオフ
ピーク期には需要が減少していることが分かる。 
次に、図 3-4～3.6 に、2003 年から 2005 年までの電力市場価格の日平均変動を示す。各
年とも、1 月中旬から 3 月にかけた冬季のピーク期に、価格が激しく変動していることが分
かる。特に図 3-5 に示す 2004 年には 300$/MWh を超える価格となった時点が存在するた






























































































































































































































































































































































































































り季節の変わり目を含む 5 ヶ月間とする。 
回帰分析を行う期間は、2003 年の冬季から春への移り変わりについて検討する場合を除
き、期間の始まりを月曜日、終わりを日曜日とし、前半と後半を区切る時点も月曜日を始
まりとする 1 週間単位で検証を行う。まず、2003 年 1 月～5 月で冬季から春へ構造変化を
生じた時点をチョウ検定で求める。次に、冬季から春へ構造変化が生じたと判断される時
点から 5 ヶ月を単位に、春から夏季へ構造変化を生じた時点を求める。以下、順次繰り返




表 3-1 解析対象期間と構造変化が生じた時点 
年 季節変化 解析対象期間 構造変化時点 
2003 冬→春 1 月 1 日～5 月 31 日 2 月 24 日 
 春→夏 2 月 24 日～7 月 20 日 6 月 9 日 
 夏→秋 6 月 9 日～11 月 9 日 9 月 29 日 
 秋→冬 9 月 29 日～04 年 2 月 29 日 04 年 2 月 2 日 
2004 冬→春 2 月 2 日～6 月 27 日 4 月 5 日 
 春→夏 4 月 5 日～8 月 29 日 6 月 28 日 
 夏→秋 6 月 28 日～11 月 28 日 10 月 4 日 
 秋→冬 10 月 4 日～05 年 2 月 26 日 05 年 1 月 17 日 
2005 冬→春 1 月 17 日～6 月 12 日 1 月 24 日 
 春→夏 1 月 24 日～6 月 19 日 4 月 4 日 
 21
表 3-2～表 3-11 に、解析対象としたそれぞれの期間について、日曜と月曜の間を区切り
に前半と後半の 2 つの期間に分け、そのとき、式(2.13)に従って計算された FChowの値を示
す。F 分布 1%点の値は約 3.787 であるので、どの場合の FChowの値も全て F 分布 1%点よ
り大きく、「構造変化が無い」とする帰無仮説を有意水準 1%で棄却する。しかし、本研究





前半期間 後半期間 FChow 
1/ 1～2/16 2/17～5/31 63.16 
 ～2/23 2/24～ 91.66 
～3/ 2 3/ 3～ 84.36 
～3/ 9 3/10～  9.771 
～3/16 3/17～ 18.64 




前半期間 後半期間 FChow 
2/24～5/25 5/26～7/20 158.9 
～6/ 1 6/ 2～ 170.3 
～6/ 8 6/ 9～ 194.5 
～6/15 6/16～ 181.9 




前半期間 後半期間 FChow 
6/ 9～9/14 9/15～11/ 9 65.49 
～9/21 9/22～ 75.81 
～9/28 9/29～ 96.29 
～10/ 5 10/ 6～ 95.18 





前半期間 後半期間 FChow 
9/29～04/1/11 04/1/12～2/29 10.25 
～04/1/18 04/1/19～ 59.42 
～04/1/25 04/1/26～ 46.47 
～04/2/ 1 04/2/ 2～ 62.26 




前半期間 後半期間 FChow 
2/ 2～3/21 3/22～6/27 200.5 
～3/28 3/29 249.2 
～4/ 4 4/ 5～ 259.1 




前半期間 後半期間 FChow 
4/ 5～6/13 6/14～8/29 330.9 
～6/20 6/21～ 339.8 
～6/27 6/28～ 360.9 
～7/ 4 7/ 5～ 284.3 




前半期間 後半期間 FChow 
6/28～9/19 9/20～11/28 187.9 
～9/26 9/27～ 180.6 
～10/ 3 10/ 4～ 203.8 
～10/10 10/11～ 184.0 
～10/17 10/18～ 201.1 




前半期間 後半期間 FChow 
10/4～12/26 12/27～2/26 30.46 
～05/1/ 2 05/1/ 3～ 38.66 
～05/1/ 9 05/1/10～ 61.87 
～05/1/16 05/1/17～ 78.21 
～05/1/23 05/1/24～  6.590 
～05/1/30 05/1/31～ 21.08 
 
表3-10 2005年冬から春への構造変化 
前半期間 後半期間 FChow 
1/17～1/23 1/24～6/12 372.2 
～1/30 1/31～ 350.5 
～2/ 6 2/ 7～ 238.3 
 
表3-11 2005年春から夏への構造変化 
前半期間 後半期間 FChow 
1/25～3/ 6 3/ 7～6/19 107.5 
～3/13 3/14～ 122.6 
～3/20 3/21～ 107.8 
～3/27 3/28～ 110.1 
～4/ 3 4/ 4～ 166.5 





点から 24 時間前の電力市場価格 P24[$/MWh]である。 
 
 2003 年 冬から春へ（1/1～5/31、構造変化：2/24） 
  全期間：P = 1.717Q + 0.6860P24 – 5.439    (3.1) 
                 (20.09)   (61.54)    (-5.448) 
R2 = 0.6953   R2’ = 0.6951   F=4131 
前半 ：P = 3.039Q + 0.4577P24 – 14.41    (3.2) 
               (15.64)    (14.95)   (-5.406) 
R2 = 0.5105   R2’ = 0.5097   F=674.1 
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後半 ：P = 1.653Q + 0.7708P24 – 8.301    (3.3) 
               (15.15)   (65.24)    (-7.484) 
R2 = 0.8087   R2’ = 0.8085   F=4914 
2003 年 春から夏へ（2/24～7/20、構造変化：6/9） 
全期間：P = 1.448Q + 0.7445P24 – 5.203    (3.4) 
               (19.39)   (74.79)    (-6.331) 
R2 = 0.7591   R2’ = 0.7590   F = 5555 
前半 ：P = 1.746Q + 0.7538P24 – 8.424    (3.5) 
               (16.74)   (65.10)    (-8.025) 
R2 = 0.8004   R2’ = 0.8003   F = 5048 
後半 ：P = 3.198Q + 0.0769P24 + 0.0904    (3.6) 
               (30.67)   (3.072)     (0.084) 
R2 = 0.6804   R2’ = 0.6798   F = 1070 
2003 年 夏から秋へ（6/9～11/9、構造変化：9/29） 
全期間：P = 2.049Q + 0.3473P24 + 1.152    (3.7) 
               (44.32)    (27.03)    (2.738) 
R2 = 0.7566   R2’ = 0.7565   F = 5741 
前半 ：P = 2.306Q + 0.2731P24 + 0.0761    (3.8) 
               (40.01)   (17.37)    (0.138) 
R2 = 0.7416   R2’ = 0.7414   F = 3612 
後半 ：P = 2.394Q + 0.3755P24 – 2.844    (3.9) 
               (27.24)   (17.32)    (-5.217) 
R2 = 0.8735   R2’ = 0.8733   F = 4051 
2003 年 秋から冬へ（9/29～04/2/29、構造変化：04/02/02） 
全期間：P = 1.957Q + 0.6599P24 – 9.538    (3.10) 
               (26.67)   (59.89)    (-13.68) 
R2 = 0.8222   R2’ = 0.8221   F = 8318 
前半 ：P = 2.381Q + 0.6216P24 – 12.81    (3.11) 
                 (26.58)   (49.32)    (-15.63) 
R2 = 0.8322   R2’ = 0.8320   F = 7251 
後半 ：P = 2.002Q + 0.4331P24 – 0.9805    (3.12) 
                 (18.67)   (16.22)    (-0.959) 





2004 年 冬から春へ（2/2～6/27、構造変化：4/5） 
全期間：P = 1.139Q + 0.6520P24 + 2.685    (3.13) 
                 (26.06)   (58.88)    (5.731) 
R2 = 0.7704   R2’ = 0.7702   F = 5913 
前半 ：P = 1.768Q + 0.4931P24 – 0.2037    (3.14) 
                 (24.32)   (26.11)     (-0.307) 
R2 = 0.7956   R2’ = 0.7954   F = 2937 
後半 ：P = 2.070Q + 0.4301P24 + 3.948    (3.15) 
                 (31.02)   (26.33)   (7.089) 
R2 = 0.8054   R2’ = 0.8052   F = 4166 
2004 年 春から夏へ（4/5～8/29、構造変化：6/28） 
全期間：P = 0.7337Q + 0.7402P24 + 3.269    (3.16) 
                 (21.79)    (75.91)     (7.856) 
R2 = 0.7978   R2’ = 0.7977   F = 7240 
前半 ：P = 2.046Q + 0.4422P24 + 3.556    (3.17) 
                 (31.88)    (28.06)   (6.485) 
R2 = 0.8046   R2’ = 0.8044   F = 4341 
後半 ：P = 1.234Q + 0.5895P24 + 1.402    (3.18) 
                 (23.59)   (35.82)     (3.155) 
R2 = 0.8850   R2’ = 0.8848   F = 5989 
2004 年 夏から秋へ（6/28～11/28、構造変化：10/4） 
全期間：P = 0.9481Q + 0.7232P24 – 0.0280    (3.19) 
                 (26.03)    (75.82)     (-0.073) 
R2 = 0.8342   R2’ = 0.8341   F = 9231 
前半 ：P = 1.277Q + 0.5908P24 + 0.4256    (3.20) 
                 (29.55)   (44.86)     (1.174) 
R2 = 0.8849   R2’ = 0.8848   F = 8753 
後半 ：P = 1.878Q + 0.6123P24 – 5.330    (3.21) 
                 (22.38)   (38.02)    (-6.568) 
R2 = 0.8183   R2’ = 0.8180   F = 3128 
2004 年 秋から冬へ（10/4～05/2/26、構造変化 05/01/17） 
全期間：P = 2.806Q + 0.5173P24 – 12.90    (3.22) 
                 (30.16)   (41.68)    (-13.17) 




前半 ：P = 1.850Q + 0.6263P24 – 5.576    (3.23) 
                 (26.12)   (48.43)    (-8.659) 
R2 = 0.8228   R2’ = 0.8226   F = 6009 
後半 ：P = 4.562Q + 0.4032P24 – 29.71    (3.24) 
                 (17.25)   (15.63)    (-9.104) 
R2 = 0.5895   R2’ = 0.5887   F = 738.9 
2005 年 冬から春へ（1/17～6/12、構造変化：1/17） 
全期間：P = 2.208Q + 0.5344P24 – 0.1789    (3.25) 
                 (25.33)   (40.13)    (-0.194) 
R2 = 0.6312   R2’ = 0.6310   F = 3016 
前半 ：P = 10.90Q + 0.0150P24 – 88.45    (3.26) 
                 (9.611)   (0.234)    (-5.133) 
R2 = 0.4064   R2’ = 0.3992   F = 56.48 
後半 ：P = 1.256Q + 0.6862P24 + 2.652    (3.27) 
                 (19.58)   (60.82)    (4.007) 
R2 = 0.7524   R2’ = 0.7522   F = 5100 
2005 年 春から夏へ（1/24～6/19、構造変化：4/4） 
全期間：P = 1.371Q + 0.6709P24 + 2.068    (3.28) 
                 (21.67)    (60.56)   (3.227) 
R2 = 0.7583   R2’ = 0.7581   F = 5528 
前半 ：P = 1.290Q + 0.7041P24 – 0.1936    (3.29) 
                 (13.03)   (46.97)    (-0.178) 
R2 = 0.7685   R2’ = 0.7682   F = 2782 
後半 ：P = 2.578Q + 0.4895P24 – 0.4923    (3.30) 
                 (25.06)   (27.83)    (-0.611) 











３．１．２ NEMMCO の場合 
 







































































































































































図 3-10 2005 年の需要変動 
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図 3-11～図 3-13 に、2003 年から 2005 年までの価格の日平均変動を示す。これらの図よ
り、周期性はあまり見られず、また、しばしば価格高騰が生じていること（価格スパイク）
が分かる。なお、図には日平均価格が 100ASD を超えた時点は示していず、100ASD を越














































































































































































間単位で検証を行う。まず、2003 年 1 月～5 月で夏季から秋へ構造変化を生じた時点をチ
ョウ検定で求める。次に、夏季から秋へ構造変化が生じたと判断される時点から 5 ヶ月を
単位に、秋から冬季へ構造変化を生じた時点を求める。以下、順次繰り返して季節間の構
造変化を生じた時点を求めていく。表 3-12 に、解析期間とした 5 ヶ月、季節間の移り変わ
りに伴う構造変化が生じた時点（構造変化後の期間の始まりとする月曜日）をまとめて示
す。 
表 3-13～表 3-22 に、解析対象としたそれぞれの期間について、日曜と月曜の間を区切り
に前半と後半の 2 つの期間に分け、そのとき、式(2.13)に従って計算された FChowの値を示
す。F 分布 1%点の値は約 3.784 であるので、どの場合の FChowの値も全て F 分布 1%点よ
り大きく、「構造変化が無い」とする帰無仮説を有意水準 1%で棄却する。しかし、本研究
では第 2.2.2 節で述べたときと同様に、算出された FChowの値が最も大きい時点を構造変化
が生じた時点と見なし、季節の変わり目と同定する。 
 
表 3-12 解析対象期間と構造変化が生じた時点 
年 季節変化 解析対象期間 構造変化時点 
2003 夏→秋 1 月 1 日～5 月 31 日 2 月 3 日 
 秋→冬 2 月 3 日～6 月 29 日 5 月 12 日 
 冬→春 5 月 12 日～10 月 12 日 9 月 1 日 
 春→夏 9 月 1 日～04 年 2 月 1 日 12 月 8 日 
2004 夏→秋 03 年 12 月 8 日～5 月 9 日 3 月 29 日 
 秋→冬 3 月 29 日～8 月 1 日 6 月 7 日 
 冬→春 6 月 7 日～11 月 7 日 10 月 11 日 
 春→夏 10 月 11 日～05 年 2 月 13 日 12 月 20 日 
2005 夏→秋 04 年 12 月 20 日～5 月 15 日 3 月 28 日 






前半期間 後半期間 FChow 
 1/1～1/19 1/20～5/31 338.0 
～1/26 1/27～ 649.9 
～2/ 2 2/ 3～ 762.1 
～2/ 9 2/10～ 494.5 
～2/16 2/17～ 369.9 
 
表3-14 2003年秋から冬への構造変化 
前半期間 後半期間 FChow 
 2/ 3～5/ 4 5/ 5～6/29 51.26 
～5/11 5/12～ 59.45 
～5/18 5/19～ 54.36 
～5/25 5/26～ 35.25 
～6/ 1 6/ 2～ 38.78 
～6/ 8 6/ 9～ 37.88 
 
表3-15 2003年冬から春への構造変化 
前半期間 後半期間 FChow 
5/12～8/17 8/18～10/12 23.25 
～8/24 8/25～ 45.91 
～8/31 9/ 1～ 58.87 
～9/ 7 9/ 8～ 36.78 
～9/14 9/15～ 37.08 
～9/21 9/22～ 25.84 
～9/28 9/29～ 18.80 
 
表3-16 2003年春から夏への構造変化 
前半期間 後半期間 FChow 
 9/ 1～11/ 9 11/10～04/2/ 1 162.6 
～11/16 11/17～ 193.7 
～11/23 11/24～ 176.5 
～11/30 11/31～ 218.1 
～12/ 7 12/ 8～ 251.0 
～12/14 12/15～ 147.0 
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表3-17 2004年夏から秋への構造変化 
前半期間 後半期間 FChow 
04/12/ 8～3/14 3/15～5/ 9  85.23 
～3/21 3/22～ 112.3 
～3/28 3/29～ 157.6 
～4/ 4 4/ 5～ 117.4 




前半期間 後半期間 FChow 
3/29～5/23 5/24～8/ 1 211.4 
～5/30 5/31～ 233.8 
～6 /6 6/ 7～ 257.1 
～6/13 6/14～ 194.2 




前半期間 後半期間 FChow 
6/ 7～9/26 9/27～11/ 7 340.9 
～10/ 3 10/ 4～ 491.1 
～10/10 10/11～ 535.0 
～10/17 10/18～ 332.6 




前半期間 後半期間 FChow 
10/11～12/ 5 12/ 6～05/2/13 396.0 
～12/12 12/13～ 408.9 
～12/19 12/20～ 426.6 





前半期間 後半期間 FChow 
04/12/20～3/13 3/14～5/15 120.8 
～3/20 3/21～ 152.4 
～3/27 3/28～ 180.0 
～4/ 3 4/ 4～ 171.4 
～4/10 4/11～ 128.7 
 
表3-22 2005年秋から冬への構造変化 
前半期間 後半期間 FChow 
3/28～5/22 5/23～8/28 169.7 
～5/29 5/30～ 202.8 




帰式の被説明変数は 30 分毎の電力市場価格 P[ASD/MWh]、説明変数は電力総需要 Q[GW]
と現時点から 24 時間前の電力市場価格 P24[ASD/MWh]である。 
 
 2003 年 夏から秋へ（1/1～5/31、構造変化：2/3） 
  全期間：P = 2.763Q + 0.5063P24 – 12.48    (3.31) 
                 (39.61)   (52.54)    (-25.59) 
R2 = 0.5674   R2’ = 0.5672   F=4690 
前半 ：P = 7.305Q + 0.1374P24 – 35.60    (3.32) 
               (33.22)    (6.226)   (-24.07) 
R2 = 0.6007   R2’ = 0.6002   F=1126 
後半 ：P = 2.030Q + 0.5163P24 – 7.675    (3.33) 
               (37.76)   (49.92)    (-22.12) 
R2 = 0.6572   R2’ = 0.6570   F=5418 
2003 年 秋から冬へ（2/3～6/29、構造変化：5/12） 
全期間：P =2.152Q + 0.5452P24 – 9.063    (3.34) 
               (34.63)   (62.03)    (-20.80) 
R2 = 0.6241   R2’ = 0.6240   F = 5668 
前半 ：P = 1.989Q + 0.6048P24 – 9.393    (3.35) 
               (28.99)   (60.37)    (-18.14) 
R2 = 0.6463   R2’ = 0.6461   F =4835 
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後半 ：P = 2.484Q + 0.5739P24 – 12.08    (3.36) 
               (20.23)   (35.99)     (-13.79) 
R2 = 0.6603   R2’ = 0.6600   F = 2241 
2003 年 冬から春へ（5/12～10/12、構造変化：9/1） 
全期間：P = 2.065Q + 0.5687P24 – 9.160    (3.37) 
               (34.63)    (62.03)    (-20.80) 
R2 = 0.6241   R2’ = 0.6240   F = 5668 
前半 ：P = 1.989Q + 0.6048P24– 9.393    (3.38) 
               (28.99)   (60.37)    (-18.14) 
R2 = 0.6463   R2’ = 0.6461   F = 4835 
後半 ：P = 3.058Q + 0.2499P24 – 10.73    (3.39) 
               (25.16)   (10.85)    (-13.12) 
R2 = 0. 5327   R2’ = 0.5321   F = 872.5 
2003 年 春から夏へ（9/1～04/2/1、構造変化：12/8） 
全期間：P = 3.229Q + 0.4187P24 – 14.23    (3.40) 
               (42.82)   (43.61)    (-26.43) 
R2 = 0.5130   R2’ = 0.5128   F = 3860 
前半 ：P = 2.800Q + 0.2279P24 – 8.319    (3.41) 
                 (44.33)   (18.46)    (-19.11) 
R2 = 0.4848   R2’ = 0.4846   F = 2211 
後半 ：P = 4.610Q + 0.3556P24 – 22.10    (3.42) 
                 (29.14)   (21.72)    (-19.70) 
R2 = 0.5340   R2’ = 0.5337   F = 1506 
2004 年 夏から秋へ（03/12/8～04/5/9、構造変化：3/29） 
全期間：P = 4.029Q + 0.4580P24 – 19.08    (3.43) 
                 (43.43)   (48.23)    (-28.50) 
R2 = 0.5508   R2’ = 0.5507   F = 4371 
前半 ：P = 4.366Q + 0.3791P24 – 21.22    (3.44) 
                 (41.65)   (32.47)    (-28.19) 
R2 = 0.5452   R2’ = 0.5450   F = 3072 
後半 ：P = 5.123Q + 0.4161P24 – 23.46    (3.45) 
                 (25.53)   (23.80)   (-17.03) 





2004 年 秋から冬へ（3/29～8/1、構造変化：6/7） 
全期間：P = 2.516Q + 0.6081P24 – 10.50    (3.46) 
                 (28.29)    (64.65)    (-15.47) 
R2 = 0.6117   R2’ = 0.6116   F = 4708 
前半 ：P = 4.747Q + 0.4420P24 – 21.99    (3.47) 
                 (31.24)    (32.27)   (-20.73) 
R2 = 0.6065   R2’ = 0.6063   F = 2563 
後半 ：P = 2.850Q + 0.5904P24 – 15.40    (3.48) 
                 (23.58)   (43.70)    (-16.60) 
R2 = 0.7135   R2’ = 0.7132   F = 3297 
2004 年 冬から春へ（6/7～11/7、構造変化：10/11） 
全期間：P = 1.989Q + 0.6745P24 – 8.105    (3.49) 
                 (26.27)    (85.43)    (-13.37) 
R2 = 0.6209   R2’ = 0.6208   F = 5972 
前半 ：P = 2.334Q + 0.6011P24 – 40.24    (3.50) 
                 (31.99)   (65.95)     (-18.57) 
R2 = 0.6578   R2’ = 0.6577   F = 5772 
後半 ：P = 8.104Q + 0.3492P24 – 40.24    (3.51) 
                 (25.44)   (16.87)    (-18.16) 
R2 = 0.6222   R2’ = 0.6217   F = 1056 
2004 年 春から夏へ（10/11～05/2/13、構造変化 12/20） 
全期間：P = 3.489Q + 0.5680P24 – 15.35    (3.52) 
                 (33.96)   (57.29)    (-20.34) 
R2 = 0.5765   R2’ = 0.5764   F = 3961 
前半 ：P = 6.217Q + 0.3966P24 – 29.10    (3.53) 
                 (35.43)   (28.55)    (-23.41) 
R2 = 0.5822   R2’ = 0.5820   F = 2213 
後半 ：P = 3.125Q + 0.3088P24 – 9.272    (3.54) 
                 (32.94)   (18.43)    (-14.50) 
R2 = 0.5474   R2’ = 0.5470   F = 1596 
2005 年 夏から秋へ（04/12/20～5/15、構造変化：3/28） 
全期間：P = 2.027Q + 0.5882P24 – 7.112    (3.55) 
                 (36.18)   (67.59)    (-17.45) 




前半 ：P = 2.136Q + 0.4411P24 – 5.529    (3.56) 
                 (35.33)   (36.71)    (-12.74) 
R2 = 0.5340   R2’ = 0.5338   F = 2668 
後半 ：P = 2.899Q + 0.6049P24 – 13.26    (3.57) 
                 (22.97)   (43.60)    (-14.97) 
R2 = 0.6919   R2’ = 0.6916   F = 2633 
2005 年 秋から冬へ（3/28～6/29、構造変化：5/30） 
全期間：P = 1.992Q + 0.6411P24– 8.045    (3.58) 
                 (31.22)    (78.96)   (-17.02) 
R2 = 0.6535   R2’ = 0.6534   F = 6901 
前半 ：P = 2.671Q + 0.6159P24 – 12.00    (3.59) 
                 (25.59)   (50.09)    (-16.28) 
R2 = 0.6996   R2’ = 0.6994   F = 3514 
後半 ：P = 2.705Q + 0.5315P24 – 13.75    (3.60) 
                 (30.98)   (46.70)    (-20.50) 
R2 = 0.6568   R2’ = 0.6567   F = 4113 
 
NEMMCO においてもほぼ毎年、2～3 月頃、5～6 月頃、9 月頃、11～12 月頃の 4 時点
で区切ることができる。強制プール市場でより多くの価格スパイクが発生するオーストラ








本節では、特に冬ピーク期に厳しい冷え込みに襲われる New England 電力市場を対象に、
回帰式の説明変数に、気温、もしくは、気温関数を導入することで、当てはまりの改善を
図る。解析対象としたデータは、New England 電力市場の前日市場の 2004 年から 2007
年までの各年 1 月期の価格である。 







図 3-14～図 3-17 に、2004 年～2007 年各年の 1 月期の気温と電力市場価格の散布図を示
























































































図 3-17 2007 年 1 月の気温と価格との散布図 
 
図 3-14 より、2004 年 1 月期は、一部で価格の高騰も見られるが、全体的に左上がりの
傾向があり、気温と電力価格との間に負の相関が見られる。図 3-15 の 2005 年 1 月期は、
2004 年 1 月期と比較すると価格の高騰は少ないが、2004 年 1 月期と同様に左上がりの傾
向にあり、気温と電力価格との間に負の相関があると考えられる。しかし、2006 年 1 月期
の図 3-16 では、全体的にばらついており、気温と電力価格との間の相関は低いと考えられ
る。これは気温が比較的 0℃を中心に厳しい冷え込みもなかったためと考えられる。図 3-17




が、説明変数については 2 ケース考える。Case 1 の説明変数は、電力総需要 Q[GW]と現時
点から 24 時間前の電力価格 P24[$/MWh]とし、Case 2 の説明変数は、電力総需要 Q[GW]
と現時点から 24 時間前の電力価格 P24[$/MWh]に気温 T[℃]を加えたものとする。 
式(3.61)～式(3.68)に、2004 年～2007 年各年の 1 月期の Case 1 と気温を説明変数に加え
た Case 2 に対する回帰式を示す。決定係数 R2、説明変数の数で補正された決定係数 R2’、 赤
池の情報量基準 AIC を合わせて示す。各回帰係数の下のカッコ内の数値は t 値である。 
 
2004 年 1 月期 
Case1：P = 6.736Q + 0.3424P24 – 52.14    (3.61) 
(8.456)   (9.899)   (-4.507) 
R2 = 0.3005  R2’ = 0.2986   AIC = 10.40 
Case2：P = 5.357Q + 0.3045P24 – 2.019T – 43.06   (3.62) 
(6.851)   (9.096)   (-8.162)   (-3.864) 
    R2 = 0.3583  R2’ = 0.3557   AIC = 10.3 
2005 年 1 月期 
Case1：P = 5.411Q + 0.3326P24 – 35.83    (3.63) 
(16.11)   (10.69)   (-8.771) 
R2 = 0.5918   R2’ = 0.5907   AIC = 8.524 
Case2：P = 5.307Q + 0.1779P24 – 1.230T – 29.23   (3.64) 
(17.51)   (5.843)   (-13.08)    (-7.861) 
     R2 = 0.6684  R2’ = 0.6671   AIC = 8.319 
2006 年 1 月期 
Case1：P = 2.525Q + 0.5770P24 – 5.538    (3.65) 
(14.43)   (22.19)   (-3.189) 
     R2 = 0.7777  R2’ = 0.7771   AIC = 6.785 
Case2：P = 2.369Q + 0.6178P24 – 0.4011T – 5.954   (3.66) 
(13.93)   (24.06)   (-7.477)   (-3.551) 
     R2 = 0.7934  R2’ = 0.7925   AIC = 6.715 
2007 年 1 月期 
Case1：P = 3.379Q + 0.5199P24 – 20.81    (3.67) 
(17.93)   (21.42)   (-9.680) 
R2 = 0.7742  R2’ = 0.7736   AIC = 7.226 
Case2：P = 3.424Q + 0.4050P24 – 0.6804T – 14.87   (3.68) 
(20.68)   (17.87)    (-14.88)   (-7.705) 
R2 = 0.8262  R2’ = 0.8255   AIC = 6.967 
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回帰式の当てはまりの良さについて論じる。Case1 と Case2 では、説明変数の数が異な
るので、自由度を補正した決定係数 R2’を用いる。2004 年 1 月期では、Case1 の自由度を
補正した決定係数 R2’が 0.2986 であり、当てはまりが悪い。Case2 でも R2’が 0.35 程度で
あり、回帰式の当てはまりが若干改善されてはいるが、十分な当てはまりがあるとはいえ
ない。2005 年 1 月期の場合、Case1 の R2’が 0.6 を僅かに下回るが、Case2 では 0.6 を超え、
回帰式の当てはまりが改善されている。また、2006 年、2007 年においても気温を説明変数
に加えた Case2 の回帰式の方が R2’の値も大きく、Case1 と比較して回帰式の当てはまりが
良いことを示している。また、モデルの妥当性を表す赤池の情報量基準 AIC より、どの年












3.2.2.1 Cold Temperature 
Cold Temperature 関数 CT を式(3.69)で定義する。気温 T[℃]に対し、 
 if T<Tref CT=T-Tref      (3.69) 
  T≧Tref CT=0 
ここで、Tref[℃]は基準温度であり、CT は時間ごとに算出される。回帰式中では、基準温度
を CT の添え字で表す。例えば、基準温度 Trefを-2℃とする Cold Temperature は CT-2と表
記することとする。 
まず、基準温度 Trefと決定係数の関係について考察する。図 3-18～図 3-21 に、2004 年
～2007 年各年 1 月期の、基準温度 Trefの変化させたときに、電力総需要 Q[GW]、現時点か
ら 24 時間前の電力価格 P24[$/MWh]、Cold Temperature 関数 CT を説明変数とする回帰式
（Case 3 とする）の決定係数 R2と CT に対する p 値の推移を図示する。図 3-18～図 3-21
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図 3-21 基準温度と決定係数の関係（2007 年 1 月期） 
 
CT に関する p 値は、2006 年以外、基準温度が低い範囲では比較的大きく、基準温度が
高くなるにつれ、気温に対する p 値に収束する。2006 年のみ少し異なり、CT に関する p
値は、基準温度が低い範囲では 0 に近く、基準温度が高くなるにつれて僅かに上昇し、最
終的には気温に対する p 値に収束する。 
式(3.70)～式(3.73)に、2004 年～2007 年各年の 1 月期の、電力総需要 Q[GW]と現時点か
ら 24 時間前の電力価格 P24[$/MWh]に Cold Temperature 関数 CT を説明変数に加えた回
帰式（Case 3）を示す。合わせて、決定係数 R2、説明変数の数で補正された決定係数 R2’、 
赤池の情報量基準 AIC を示す。各回帰係数の下のカッコ内の数値は t 値である。基準温度
Trefは 1℃刻みで変化させ、最も決定係数が高い値となった基準温度 Tref（2004 年から 2007
年各年に対しそれぞれ、基準温度-12℃、-1℃、0℃、5℃）を採用する。 
 
2004 年 1 月期 
Case3：P = 6.680Q + 0.2943P24 – 7.470CT-12 – 55.50   (3.70) 
(9.078)   (9.128)    (-11.33)   (-5.191) 
R2 = 0.4039  R2’ = 0.4015   AIC = 10.24 
2005 年 1 月期 
Case3：P = 5.522Q + 0.1387P24 –1.814CT-1 –32.98   (3.71) 
(18.84)   (4.634)    (-15.30)    (-9.245) 
R2 = 0.6900  R2’ = 0.6887   AIC = 8.252 
2006 年 1 月期 
Case3：P = 2.372Q + 0.6193P24 –0.6620CT2 –8.084   (3.72) 
(14.08)   (24.37)    (-8.290)    (-4.781) 
R2 = 0.7966  R2’ = 0.7958   AIC = 6.699 
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2007 年 1 月期 
Case3： P = 3.431Q + 0.3862P24 –0.9136CT5 –1.838   (3.73) 
(21.32)   (17.38)    (-16.62)    (-10.51) 
R2 = 0.8356  R2’ = 0.8349   AIC = 6.911 
 
回帰式の当てはまりの良さについて検討する。2004 年 1 月期では、CT を説明変数に加
えた Case3 では説明変数の数で補正された決定係数 R2’の値が 0.4015 であり、気温 T を説
明変数に加えた Case2 よりも回帰式の当てはまりが、十分とは言えないものの改善されて
いる。2005 年～2007 年の各年の 1 月期は、Case3 の方が Case2 よりも決定係数が若干高
く、回帰式の当てはまりが改善されている。また、モデルの妥当性を表す AIC からは、ど




3.2.2.2 Temperature Sensitivity 
Temperature Sensitivity 関数 TS を式(3.74)で定義する。気温 T[℃]に対し、 
 if T<HMT+Tref TS=T –HMT -Tref    (3.74) 
  T≧HMT+Tref TS=0 
ここで、Tref[℃]は基準温度、HMT は各期間における時間毎の平均気温であり、TS は時間
ごとに算出される。回帰式中では、基準温度を CT の添え字で表す。例えば、基準温度 Tref
を-2℃とする Temperature Sensitivity は TS-2と表記することとする。参考までに、2004


























図 3-24 2004 年 1 月期の毎時の月間平均気温 
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まず、基準温度 Trefと決定係数の関係について考察する。図 3-25～図 3-28 に、2004 年
～2007 年各年 1 月期の、基準温度 Trefの変化させたときに、電力総需要 Q[GW]、現時点か
ら 24 時間前の電力価格 P24[$/MWh]、Temperature Sensitivity 関数 TS を説明変数とする
回帰式（Case 4 とする）の決定係数 R2と、TS に対する p 値の推移を図示する。図 3-25～
図 3-28 より、2004 年～2007 年各年 1 月期で、それぞれ基準温度が-10℃、-6℃、-1℃、-1℃
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図 3-28 基準温度と決定係数の関係（2007 年 1 月期） 
 
 
式(3.75)～式(3.78)に、2004 年～2007 年各年の 1 月期の、電力総需要 Q[GW]と現時点か
ら 24 時間前の電力価格 P24[$/MWh]に Temperature Sensitivity 関数 TS を説明変数に加え
た回帰式（Case 4）を示す。合わせて、決定係数 R2、説明変数の数で補正された決定係数
R2’、 赤池の情報量基準 AIC を示す。各回帰係数の下のカッコ内の数値は t 値である。基
準温度 Trefは 1℃刻みで変化させ、最も決定係数が高い値となった基準温度 Tref（2004 年か
ら 2007 年各年に対しそれぞれ、基準温度-7℃、2℃、2℃、3℃）を採用する。 
 
2004 年 1 月期 
Case4：P = 6.211Q + 0.2621P24 – 20.15TS-7 – 46.01   (3.75) 
(8.966)   (8.597)    (-15.57)   (-4.576) 
R2 = 0.4731  R2’ = 0.4709   AIC = 10.12 
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2005 年 1 月期 
Case3：P = 5.233Q + 0.1249P24 – 2.233TS2 – 27.31   (3.76) 
(18.11)   (4.216)    (-16.25)    (-7.695) 
R2 = 0.6991  R2’ = 0.6979   AIC = 8.222 
2006 年 1 月期 
Case3：P = 2.193Q + 0.6169P24 –0.6278TS2 – 5.528   (3.77) 
(12.71)   (24.28)    (-8.163)    (-3.321) 
R2 = 0.7961  R2’ = 0.7953   AIC = 6.702 
2007 年 1 月期 
Case3： P = 3.176Q + 0.3836P24 –1.146TS3 – 14.40   (3.78) 
(19.76)   (17.31)    (-16.87)    (-7.713) 
R2 = 0.8369  R2’ = 0.8363   AIC = 6.903 
 
決定係数 R2 を用いて、回帰式の当てはまりの良さについて検定する。2004 年 1 月期で
は、Temperature Sensitivity を説明変数に加えた Case3 において、決定係数 R2が最も良
いが、十分であるとは言えない。2005 年 1 月期でも、Case3 の決定係数が最も高く、回帰
式の当てはまりが改善されている。また、2006 年、2007 年においても TS を説明変数に加
えた Case3 の回帰式が、決定係数が高く、気温を説明変数に加えた Case2 と比較しても回
帰式の当てはまりが良いことを示している。また、モデルの妥当性を表す AIC より、全て
の年において、TS を説明変数に加えた Case3 のモデルが選択される。 
回帰式の当てはまりの良さについて検討する。2004 年 1 月期では、TS を説明変数に加
えた Case4 では説明変数の数で補正された決定係数 R2’の値が 0.4731 であり、気温 T を説
明変数に加えた Case2 や CT を説明変数に加えた Case3 よりも、回帰式の当てはまりが十
分とは言えないもののさらに改善されている。2005 年～2007 年の各年 1 月期は、TS を説
明変数に加えた Case4 と CT を説明変数に加えた Case3 とほとんど変わりはないが、2006
年 1月期はCase3の方が、2005年と 2007年の 1月期はCase4の方が若干良い結果である。

























  A.1 誤差項の期待値は 0 
  A.2 誤差項の分散は一定、すなわち、均一分散である 
  A.3 誤差項間に系列相関はない 















誤差項の系列相関の存在を判定するために、電力総需要 Q[GW]と現時点から 24 時間前
の電力価格 P24[$/MWh]を説明変数とする回帰式により推定された誤差項 ui についてコレ
ログラムを作成する。表 4-1 に、New England 電力市場の 2003 年 5 月 1 ヶ月間の電力前
日市場価格について推定された誤差項のコレログラムを示す。表中の AC は自己相関係数、 
 





PAC は偏自己相関係数である。なお、本表の計算は、Quatitative Micro Software 社の
Eviews 6 による(8)(9)。 
高次の自己相関は、それより低次の自己相関の影響を受けている。偏自己相関係数は、
それら自己相関の影響を取り除いたものである。表 4-1 より、明らかに 1 次の偏自己相関









図 4-1 に、New England 電力市場の 2003 年 5 月期における電力総需要 Q[GW]と現時点
から 24 時間前の電力価格 P24[$/MWh]を説明変数とする回帰式による残差（推定された誤
差項）と、電力総需要 Q[GW]との散布図を示す。図 4-1 より、需要が大きくなるにつれ、
推定された残差も大きくなる傾向があり、誤差項の不均一分散が疑われる。 
誤差項の分散均一性を検定するために、White の検定を用いる。表 4-2 に、New England
電力市場の 2003 年 5 月～2007 年 10 月の毎年 1 月、5 月、8 月、10 月各 1 ヶ月間の White
















図 4-1 2003 年 5 月期における需要と残差の散布図 
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表 4-2 各月毎の White の検定 
May Oct Aug Jan 
period 
NR2 p-value NR2 p-value NR2 p-value NR2 p-value
2003 43.42 0.0000 338.5 0.0000 49.75 0.0000 － － 
2004 41.68 0.0000 159.2 0.0000 94.17 0.0000 148.7 0.0000
2005 41.05 0.0000 12.38 0.0299 47.44 0.0000 53.22 0.0000
2006 28.84 0.0000 55.24 0.0000 419.0 0.0000 34.92 0.0000
2007 17.05 0.0044 97.68 0.0000 229.2 0.0000 272.5 0.0000
 
表 4-2 より、2005 年 10 月期を除いて、有意水準 1%で、誤差項の分散は均一であるとい




４．１．２ Cochran-Orcutt 流の方法 
 
誤差項に系列相関が存在するということは、適切な説明変数を欠いている可能性も考え
られるが、本研究では、電力総需要 Q[GW]と現時点から 24 時間前の電力価格 P24[$/MWh]
を説明変数とするモデルが適切なモデルであると仮定する。また、前節で得られた結果よ
り、誤差項の系列相関は 1 次の自己相関が特に強いので、式(4.3)で表されるように、誤差
項に 1 階の自己回帰モデル（AR(1)モデル）を想定する。 
 iiii uPDP +++= 2421 ββα       (4.2) 
 iii euu += −1ρ        (4.3) 
ここで ie は標準的な仮定を満たすものとする。また収束のため、-1<ρ<1 とする。 
この AR(1)モデルを求める Cochrane - Orcutt 法を以下に示す。ここでは簡単のために説
明変数が iX 、非説明変数が iY の単回帰モデルの誤差項間に 1 次の系列相関が存在する場合
を考える。 
 iii uXY ++= βα        (4.4) 
 iii euu += −1ρ        (4.5) 
ここで、 ie は標準的な仮定を満たすものとする。AR(1)モデルは次の手順で求められる。 
第 1 段階：式(4.4)で示される元のモデルについて最小 2 乗推定を行い、推定値αˆ 、 βˆ を求
める。 
第 2 段階：推定値αˆ 、βˆ を用いた理論値 iXY βα ˆˆˆ += を作り、残差 iuˆ を求める。そして、 iuˆ
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に関して次のようなモデルを想定する。 
 iii euu += −1ˆˆ ρ  （i=2, 3, …, n）     (4.6) 
このモデルを用いて ρ の最小 2 乗推定値 ρˆ を求める。 
















 （i=2, 3, …, n）     (4.7) 
これにより、モデル(3.2a)に対応したモデルが次のように得られる。 
 iii eXY +′+′=′ βα  （i=2, 3, …, n）     (4.8) 
ここで、 ( )ραα ˆ1−=′ である。このモデルに対して最小 2 乗法を適用して、α′、β の推









できない。なぜならば、上述の第 1 段階において、最小 2 乗法を行うとその推定値は不偏
性も一致性も持たないからである。本研究では、24 時間前の電力価格がラグ付き内生変数
であるので、Cochrane-Orcutt 法を直接用いることはできない。そのため、式(4.2)のモデ
ルの推定には非線形最小 2 乗法を用いることとし、この手法を「Cochrane-Orcutt 流の方
法」と呼ぶ。 
 
４．１．３ Newey-West の修正 
 
Newey-West の修正は、回帰係数については通常の最小 2 乗法を用いて求めるが、その
推定量の分散を推定し仮説検定を行うものである。 
誤差項の標準的な仮定が全て満たされているならば、式(4.2)において、 β の推定値 βˆ の
真の分散は、以下の式で表される。 




ˆ ∑ −== XXV i
σσβ β       (4.10) 
しかし、「誤差項の分散は一定、不均一分散である」及び「誤差項に系列相関はない」とい
う仮定が満たされていない場合、 βˆ の真の分散は次のようになる。 
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σ β    (4.11) 
Newey - West の修正は、式(4.11)の分散を 
 ( ) ( ) 22ˆˆ RQseweVE == ββ       (4.12) 
として推定する。ここで、通常の最小 2 乗法により得られた残差を ieˆ とし、 



























qwq        (4.15) 
と定義する。L の選択については、 ( )[ ]921004int NL = により決定される。 
また、t 検定量としては、式(4.16)で求めた値を用いる。 
 ( )βββ ˆˆsewetwe −=        (4.16) 
Newey-West の修正は、系列相関と不均一分散が同時に存在する状況を想定しており、こ
れらに頑健な t 値を得ることができる。本研究では、AR(1)モデルにより対処できなかった




本節では、前節で述べた Cochrane-Orcutt 流の方法と Newey-West の修正を用いて、誤
差項の不均一分散と誤差項間の系列相関に対処した t 検定を実施し、回帰式の説明変数の有
意性を検証する。まずは、説明変数を電力総需要 Q[GW]と現時点から 24 時間前の電力価
格 P24[$/MWh]とする回帰式について検証し、その後、前章で検討を行った気温 T[℃]や、
Cold Temperature 関数 CT、Temperature Sensitivity 関数 TS を説明変数として加えた場
合についても検証する。検討対象は、New England 電力市場の冬ピーク期である 2003 年




４．２．１ 需要と 24 時間前価格を説明変数とする回帰式の場合 
 
本節では、被説明変数を現時点の電力価格 P[$/MWh]、説明変数を電力総需要 Q[GW]と




前節で述べた Cochrane-Orcutt 流の方法と Newey-West の修正を用いて回帰式を求めた場
合である。New England 電力市場の前日市場、2004 年～2007 年の各年 1 月期の、Case1
と Case2 で求められた回帰係数と t 値を、表 4-3～表 4-6 に示す。 
 
 
表 4-3 2004 年 1 月期の回帰係数と t 値 
  Q P24 切片 AR(1) 
回帰係数 6.736 0.3424 -52.14 － 
Case1 
t-値 8.456 9.899 -4.507 － 
回帰係数 6.178 0.3120 -41.39 0.9666 
Case2 
t-値 4.620 3.137 -1.770 19.01 
 
 
表 4-4 2005 年 1 月期の回帰係数と t 値 
  Q P24 切片 AR(1) 
回帰係数 5.411 0.3326 -35.83 － 
Case1 
t-値 16.11 10.69 -8.771 － 
回帰係数 4.073 0.4445 -23.19 0.9269 
Case2 
t-値 6.137 5.307 -3.369 29.43 
 
 
表 4-5 2006 年 1 月期の回帰係数と t 値 
  Q P24 切片 AR(1) 
回帰係数 2.525 0.5770 -5.538 － 
Case1 
t-値 14.44 22.19 -3.189 － 
回帰係数 1.820 0.7123 -5.369 0.7924 
Case2 
t-値 6.414 17.70 -1.855 30.90 
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表 4-6 2007 年 1 月期の回帰係数と t 値 
  Q P24 切片 AR(1) 
回帰係数 3.379 0.5199 -20.81 － 
Case1 
t-値 17.93 21.42 -9.680 － 
回帰係数 2.790 0.5104 -11.17 0.9078 
Case2 
t-値 6.769 7.018 -2.922 48.80 
 
 
表 4-3 より、2004 年 1 月期において、電力総需要 Q[GW]に対する回帰係数に関しては、
誤差項の系列相関及び不均一分差への対処を行った Case2 の方が、対処していない Case1
の場合よりやや小さい。また、現時点から 24 時間前価格 P24[$/MWh]に対する回帰係数に
ついても、Case2 の方が小さい。t 値については、需要、24 時間前価格ともに Case2 の方
が小さく、従って、Case1 の回帰式では説明変数の有意性を過大に評価していたことにな
る。しかしながら、Case2 の場合、切片に対する t 値を除いて、t 値の絶対値は t 分布 1%
点の値である約 2.58 を上回っていることから、有意水準 1%で帰無仮説が棄却され、これ
らの説明変数はすべて有意と言える。 
次に、表 4-4 に示す 2005 年 1 月期は、需要 Q に対する回帰係数は 2004 年の場合と同様、
Case1 より Case2 の方が小さいが、逆に、24 時間前価格 P24に対する回帰係数は Case2 の
方が大きい。t 値については 2004 年の場合と同様、需要 Q、24 時間前価格 P24ともに Case2
の方が小さく、Case1 では説明変数の有意性が過大評価されている。しかし、Case2 でも、
各回帰係数に対する t 値は t 分布 1%点の値を上回り、説明変数は全て有意である。 
表 4-5 に示す 2006 年 1 月期の場合、回帰係数については 2005 年 1 月期と同様の結果で
ある。t 値については 2004 年 1 月期と同様、Case1 では説明変数の有意性が過大評価され
ているが、Case2 の場合、切片に対する t 値を除いて t 分布 1%点を上回っていることから、
説明変数は全て有意と言える。 
表 4-6の 2007 年 1月期の場合、回帰係数については 2004 年 1月期と同様の結果である。
t 値については、Case1 では説明変数の有意性が過大評価されているが、Case2 の場合、切












Cochrane – Orcutt 流の方法及び Newey - West の修正を適用し、誤差項間の系列相関及び
誤差項間の不均一分散に対し頑健な t 値を算出し直し、t 検定を行う。 
表 4-7 に、算出された気温 T[℃]に関する t 値及びその p 値をまとめて示す。2006 年と
2007 年の１月期では、気温 T[℃]に関する t 値の絶対値は、t 分布 1%点での値である約 2.58
を上回り、有意水準 1%で帰無仮説を棄却することができるため、気温 T[℃]は説明変数と
して有意と考えられる。一方、2004 年と 2005 年の１月期に関して、気温 T[℃]に関する t
値を見ると、2004 年は有意水準 5%、2005 年は有意水準 10%のレベルでしか帰無仮説は棄
却されない。そのため、2004 年と 2005 年の場合、説明変数としてある程度有意性と考え
られるが、2006 年や 2007 年と比較すると若干有意性は低い。 
 
 
表 4-7 気温に対する t 値と p 値 
期 間 t-値 p-値 
2004 年 1 月 -2.081 0.0377 
2005 年 1 月 -1.671 0.0951 
2006 年 1 月 -2.715 0.0068 











4.2.3.1 Cold Temperature 
Cold Temperature 関数 CT は式(3.69)で定義されている。すなわち、気温 T[℃]に対し、 
 if T<Tref CT=T-Tref      (3.69) 
  T≧Tref CT=0 
ここで、Tref[℃]は基準温度であり、CT は時間ごとに算出される。 
New England 電力市場の前日市場、2004 年～2007 年の各年 1 月期の、CT を説明変数
としてもつ回帰式である式(3.70)～式(3.73)は、誤差項間の系列相関及び誤差項間の不均一
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分散に対処していない。そこで、これらの回帰式の導出に際し、Cochrane – Orcutt 流の方
法及び Newey - West の修正を適用し、誤差項間の系列相関及び誤差項間の不均一分散に対
し頑健な t 値を算出し直し、t 検定を行う。 
表 4-8 に、算出された CT に関する t 値及びその p 値をまとめて示す。2006 年と 2007
年では、CT に関する t 値の絶対値は、t 分布 1%点での値である約 2.58 を上回り、有意水
準 1%で帰無仮説は棄却することができるため、CT は説明変数として有意と考えられる。
しかしながら、2004 年と 2005 年では、CT に関する t 値の絶対値は、t 分布 10%での値で
ある約 1.65 をも下回っており、説明変数として若干有意性に問題があることを示している。





表 4-8 CT に対する t 値と p 値 
期 間 基準温度 t-値 p-値 
2004 年 1 月 -12℃ -0.723 0.4698 
2005 年 1 月 -1℃ -1.468 0.1424 
2006 年 1 月 2℃ -3.263 0.0012 




4.2.3.2  Temperature Sensitivity 
Temperature Sensitivity 関数 TS は式(3.74)で定義されている。すなわち、気温 T[℃]に
対し、 
 if T<HMT+Tref TS=T –HMT -Tref    (3.74) 
  T≧HMT+Tref TS=0 
ここで、Tref[℃]は基準温度、HMT は各期間における時間毎の平均気温であり、TS は時
間ごとに算出される。 
New England 電力市場の前日市場、2004 年～2007 年の各年 1 月期の、TS を説明変数
としてもつ回帰式である式(3.75)～式(3.78)は、誤差項間の系列相関及び誤差項間の不均一
分散に対処していない。そこで、これらの回帰式の導出に際し、Cochrane – Orcutt 流の方
法及び Newey - West の修正を適用し、誤差項間の系列相関及び誤差項間の不均一分散に対
し頑健な t 値を算出し直し、t 検定を行う。 
表 4-9 に、算出された TS に関する t 値及びその p 値をまとめて示す。2006 年と 2007
年では、TS に関する t 値の絶対値は、t 分布 1%点での値である約 2.58 を上回り、有意水
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準 1%以下で帰無仮説は棄却することができるため、TS は説明変数として有意と考えられ
る。2004 年と 2005 年では、TS に関する t 値の絶対値は、t 分布 10%での値である約 1.65
をも下回っており、説明変数として有意性に問題があることを示している。ただし、TS を
説明変数に加えない場合よりも TS を説明変数に加えた場合の方が、決定係数もよく、赤池
の情報量基準 AIC の値も低いので、説明変数全体としては影響力をもつと考えられる。 
 
 
表 4-9 TS に対する t 値と p 値 
期 間 基準温度 t-値 p-値 
2004 年 1 月 -7℃ -0.7660 0.4439 
2005 年 1 月 2℃ -1.147 0.2518 
2006 年 1 月 2℃ -2.961 0.0032 
























換（埋め込み）である。具体的には時間遅れ値をτ、埋め込みを m 次元として 1 変数時系
列データ y(t)を以下のように変換する。 
 )))1((,),(),(( ττ −++= mtytytyv Lr      (5.1) 
図 5-1 は、1 変数時系列から 3 次元再構成状態空間への変換（埋め込み）の例である。




















最初に 1/e に達する時点などから求める。 
次に、埋め込み次元の推定について述べる。既に述べたように、元の力学系の次元を d
とすると、再構成された状態空間の次元 m を 2d+1 以上とすれば埋め込みが保証される。
これは、再構成状態空間に対する十分条件であり、これを満たさずとも埋め込みとなって
いる可能性はある。図 5-2 のように、2 次元再構成状態空間から 3 次元再構成状態空間への
変化を考えている。図 5-2(a)では、二つの軌道が点 A･B で交差して 1 対 1 とならず、埋め
込みとなっていないが、図 5-2(b)では、状態空間の次元を一つ上げることで、(a)で生じて












例えば、(a)のように 2 次元空間では点 A･B･C は互いに近傍であるが、3 次元空間では(b)
のように、点 B･C は互いに近傍のままだが、点 A は点 B の近傍ではなくなる。このような







ベクトル v(t)と、その最近傍点 v(n(t))を次のように表わす。 
 )))1((),....,(),(()( ττ −++= mtytytytv  
 ))))1((()),....,(()),((())(( ττ −++= mtnytnytnytnv  
ここで、y(t)は観測時系列である。このとき、m 次元再構成状態空間内での 2 点間距離を














+ −=       (5.2) 
式(5.2)で定義された相対距離が、ある閾値以上のとき、点 v(n(t))を点 v(t)の誤り近傍点(false 








本節では、日本卸電力取引所（JEPX）が公開(13)している、2006 年の 30 分毎のシステム
プライス（日本全国を 1 市場とし想定し、送電混雑がなく市場分断がおきていない状態で
の市場価格）データを対象に解析する。解析は、冬のピーク期として 2006 年 1 月～2 月、












月期、4～5 月期、7～8 月期の自己相関係数を示す。 
 
 
図 5-4 自己相関係数 
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図 5-4 より、各期間とも少々の違いはあるが、全体に同じ傾向が見られる。これは解析対
象とする時系列データが 48 時点（1 日）の周期性を持つため、どの期間とも 48 時点毎に
自己相関が高くなる。本研究ではこれらの自己相関係数が最初に 0 に達する時点を時間遅






る誤り近傍法を各期間に適用した結果を図 5-5 に示す。図 5-5 で、破線が 1～2 月期、実線
が 4～5 月期、点線が 7～8 月期の結果を示す（実線と点線はほとんど重なり合っている）。
横軸は再構成次元数 m、縦軸は次元数を m 次元から m+1 次元へと上げたときに数えられ
る誤り近傍点の数を総データ数で割って百分率で表現したものを表す。ただし、m=1 につ
いては 100％と表記している。 
図 5-5 から分かるように、1～2 月期が価格データのばらつきが大きいため、他の期間よ
り m=2 でも若干大きい値を示しているが、それでも 1％以下である。そのため、数学的な
保証はないものの、埋め込みとなる可能性がある。以上のことから、埋め込み次元 m は各










用いた時間遅れ値τは、1～2 月期が 17、4～5 月期が 14、7～,8 月期が 13 であり、埋め込
み次元 m は各期間とも 2 である。図 5-6 上から順番に、1～2 月期、4～5 月期、7～8 月期
の埋め込み結果を示す。オフピーク期である 4～5 月期だけが他の期間と異なり、中心部に















































|))()(|(1)( lim      (5.3) 
ここで、I(t)はヘビサイド関数である。上式を定性的に考えると、まず m 次元空間内に存在
するアトラクタ上の 1 点 v(i)(i=1,2,3,…)を中心とする半径 r の m 次元超球を考え、v(i)を除
いた残りの N－1 点が球内に入るかをカウントする。これを全ての v(i)について繰り返すこ
とで、式(5.3)の結果が得られる。なお式中の|v(i)-v(j)|に関しては通常はユークリッド距離
を用いるが、計算時間短縮のために絶対値距離や最大値距離を用いることもある。このよ








場合とで、全く解の挙動が異なるというものである。図 5-7 にその例を示す。図 5-7 は、決
定論カオスとして有名なロジスティック写像に、第 1 の初期値として x1(0)=0.1 を、第 2




一般的には、図 5-8 のように、軌道不安定性はリャプノフ指数(Lyapunov exponents)λ
により定量化することができる。ある時刻 t において、その差が d(t)であったとき、時間 T




リャプノフ指数導出の具体的手法を以下に述べる。図 5-8 において、一定時間 T が経過






Ttde T +=λ        (5.4) 
 
 
図 5-7 軌道不安定性の例（ロジスティック写像） 
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tdTtd )(log)(log −+=λ       (5.5) 
式(5.5)より、再構成アトラクタ上のある点とその近傍点の距離、経過時間 T、そして時間 T
後の 2 点間距離が分かれば、リャプノフ指数を導出することができる。また一般に、この
ような時間経過による伸縮の軌道変化は、再構成次元の次元数と同じ m 個の方向（xy 平面
なら x 方向と y 方向）に対しそれぞれ考えられるので、推定されるリャプノフ指数の数は








本節でも前節同様、日本卸電力取引所（JEPX）が公開(13)している、2006 年の 30 分毎の
システムプライスを対象に解析する。解析は、冬のピーク期として 2006 年 1 月～2 月、オ
フピーク期として 2006 年 4 月～5 月、夏のピーク期として 2006 年 7 月～8 月の各 2 ヶ月
間を対象に行う。 
相関積分法(GP 法)により、各期間のデータについて相関積分法を適用した結果を、図 5-9
～図 5-11 に示す。なお、埋め込み次元 m は 2 から 6 まで変化させ、アトラクタ間の距離の
導出にはユークリッド距離を用いた。 
これらの図より、価格が安定している 4～5 月期が他の 2 つの期間に比べ、各埋め込み次
元毎の近傍推定結果が比較的直線となっている。1～2 月期に関しては、凡そ直線ではある
が微かに変動していることが分かる。ここでは埋め込み次元 m を 2 から 6 まで変化させて
いるが、v(i)を中心とする半径 r がおおよそ log(r)=-0.5 を越えたあたりから、m=6 の傾き 
d(t) 




図 5-9 フラクタル次元推定結果（2006 年 1～2 月期） 
 
図 5-10 フラクタル次元推定結果（2006 年 4～5 月期） 
 
図 5-11 フラクタル次元推定結果（2006 年 7～8 月期） 
 67
に収束していくのが分かる。この傾きからフラクタル次元を求めると、1～2 月期、4～5 月









す。ただし、埋め込み次元 m は、5.1.2 節の結果に基づき、2 と推定している。そのため、
計算により得られるリャプノフ指数は 2 つである。各期間とも値の大きさに違いはあるも




 1～2月期 4～5月期 7～8月期 
λ1 0.0077 0.0267 0.0113 











図 5-12～図 5-14 に、JEPX のシステムプライスを対象にリカレンスプロットを作成した
結果を示す。図 5-12～図 5-14 はそれぞれ、冬ピーク期の 2006 年 1 月～2 月、オフピーク
期の 2006 年 4 月～5 月、夏ピーク期の 2006 年 7 月～8 月を対象に、リカレンスプロット





図 5-12 リカレンスプロット（2006 年 1～2 月期） 
 
図 5-13 リカレンスプロット（2006 年 4～5 月期） 
 
図 5-14 リカレンスプロット（2006 年 7～8 月期） 
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表 5-2 に、各期間のデータの基礎的な統計量を示す。標準偏差などを見ると、1～2 月期





 1～2月期 4～5月期 7～8月期 
平均 13.99 8.233   8.516 
標準偏差   3.209 2.121   3.657 










































点である。次に、この v(t)の近傍をデータベース中より検索する。これらの各点の p ステッ
プ後を考える。データベース中の最近傍点を v(n(t))とすれば、この点の p ステップ後は
v(n(t+p))となる。Lorenz は予測点 v(t)の p ステップ後の予測値を、v(t)の最近傍点 v(n(t))
に求めた。すなわち、以下の式が成り立つ。 

















まず、予測対象 v(t)の M 個の近傍点を ),...,2,1)(( Mikv i = とする。予測対象 v(t)の p ス
テップ後の値 v(t+p)を予測する際に、この M 個の近傍点の p ステップ後の値を利用するの
が Lorenz の類推法の改良アルゴリズムである。予測式の組み立てには、いくつかの方法が
提案されている。例えば、各近傍点を一様に見る、すなわち、p ステップ後の予測点を




















ク期として 2006 年 1 月～2 月、オフピーク期として 2006 年 4 月～5 月、夏のピーク期と





その予測として、後半時系列の 1 点目からを予測する。 
図 5-16～図 5-18 に Lorenz の類推法の改良法を適用した結果を示す。図 5-16～図 5-18
はそれぞれ、冬ピーク期の 2006 年 1 月～2 月、オフピーク期の 2006 年 4 月～5 月、夏ピ
ーク期の 2006 年 7 月～8 月を対象に、Lorenz の類推法改良法を適用した結果である。各
図とも、横軸は後半 1 ステップ目からのステップ数 p で 10 ステップまでで、縦軸は各ステ
ップでの予測誤差を示す。また、再構成状態空間内での予測点の近傍点を求める際に、近




図 5-16 Lorenz の類推法の改良法による結果（2006 年 1～2 月期） 
 
図 5-17 Lorenz の類推法の改良法による結果（2006 年 3～4 月期） 
 
図 5-18 Lorenz の類推法の改良法による結果（2006 年 7～8 月期） 
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図 5-16 に示す 1～2 月期については、最初から 3 ステップ目までは誤差も 5％以内である
程度予測できているが、ステップ数 p=8 あたりから予測誤差が 20％近くにまで拡大してい
る。次に、図 5-17 の 4～5 月期に関しては、近傍点の扱いによって初めのステップの方に
誤差変化の違いは見られるものの、ステップ数 p=5 まで 5％以内の誤差を保つ結果となっ
ている。ステップ数 p=7 から予測誤差が増え始め、その後は 35％近い予測誤差が発生して
いる。最後に、図 5-18 に示す 7～8 月期に関しては、初めのステップ p=1 から誤差が大き

















そのため、本研究では、電力自由化が先行する米国の New England 電力市場やオースト





2004 年～2006 年 3 年間の時系列データに対し、現時点から 24 時間前の電力市場価格
や電力需要に、原油先物価格を説明変数に加えた回帰式を構成し検討した。その結果、




そこで、New England 電力市場、NEMMCO ともに温帯気候に属することから、現時
点から 24 時間前の電力市場価格や電力需要を説明変数とする回帰式で、四季に区分で
きることを明らかにした。2004 年～2006 年 3 年間の時系列データを解析することに
より、New England 電力市場は冬季を除いて毎年ほぼ同じ時点、6 月頃、9～10 月頃
に期間を区切れ、NEMMCO は、ほぼ毎年、2～3 月頃、5～6 月頃、9 月頃、11～12
月頃の 4 時点で区切ることができることを示した。 
3. 冬ピーク期に厳しい冷え込みに襲われる New England 電力市場の場合、説明変数とし
て現時点から 24 時間前の電力市場価格や電力需要の他に、気温や気温関数を導入する
ことで回帰式の当てはまりを改善できることを示した。特に、電力市場価格や電力需
要のみを説明変数とする回帰式の補正された決定係数が 0.3 以下であった 2004 年 1 月
期の場合、平均気温が基準温度以下になったときに気温の影響を考慮する
Temperature Sensitivity 関数を説明変数として用いることで、決定係数を 0.47 まで改
善することができた。 
4. しかし、自己回帰式の場合、誤差項の不均一分散や誤差項間の系列相関について検証
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